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1. 研究の背景と目的 
日本における少子高齢化に伴う人口減少という社会構

造の変化は高度成長期に建設された都市や町の構造的変

化を要請している。こうした社会的要請に応えるように、

近年の建築専門誌においては地域コミュニティーに関わ

る建築事例の紹介記事が増加しつつあるように思われる。 
また、2011 年に発生した東日本大震災においては改めて
コミュニティーの重要性がクローズアップされ、震災復

興に関わる事例においても建築家によるコミュニティー

再生まで踏み込んだ活動が行われるようになった。本研

究ではこうした地域コミュニティーに関わる事例に関す

る資料を建築雑誌の事例データを用いてまとめ、その動

向について調査することを目的とする。 
 
2. 研究の対象 
2008 年 1月～2017年 12月の 10年間に「新建築」誌に掲
載された作品を対象に、2016 年までは建築雑誌インデッ
クスを用い、「コミュニティ」「交流」「地域」「商店街」

「団地」「集会」「復興」「再生」をキーワードとして検索

し、2017年は新建築社が運営する新建築データベースβ版
サイトを用い、同じキーワードにて検索して事例を抽出

した。これらのワードでは抽出されないが、明らかにコ

ミュニティー集会施設である、震災復興で建設された

「みんなの家」と呼ばれる事例については追加した。ま

た、検索ワードで抽出された事例のうち、設計段階での

紹介事例、必ずしもコミュニティに関わりのないリフォ

ーム事例、単なる耐震改修事例、海外作品を除き、最終

的に全 79件を抽出し、研究対象とした。 
 

3. 研究の方法 
建築雑誌の掲載データにより、所在地、用途、検索キ

ーワードによりリストを作成した。また、図面やデータ

をデータシートにまとめた資料を合わせて作成した。上

記資料を元に、全体の掲載物件数の動向および、震災復

興事例数との関係についてグラフを作成した。用途別の

事例数の動向についてのグラフを作成した。また、キー

ワードによる建築動向についてもグラフを作成した。こ

れらを元に、事例の動向について考察した。 

4. 結果 
4.1. コミュニティーに関わる事例数の動向 

図１	 コミュニティーに関わる事例の年別掲載数、 
震災復興事例数の動向 

 
コミュニティに関わる事例数の動向について折れ線グラ

フを作成し、その変遷について把握した。2011 年に東日
本大震災が発生して以来、震災復興関連の物件数が 2011
年より増加し、2013年にはピークを迎え（５件/年）、それ
以降減少していることがわかる。震災復興以外の事例数

については、年により変動が大きいが、2011年（10件）、
2014年（７件）、2015年（11件）、2016年（９件）のよう
に、２ヶ月に１件以上の事例が掲載されている。 

 
4.2. 用途別の事例数の動向 

 
図２	 用途別事例数の動向 
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「共同住宅」「コミュニティーセンター」「集会場」「商

店街」「ランドスケープ」といった用途別の事例数につい

て、変動をグラフに示した（図２）。共同住宅は復興住宅

と団地再生によって 2015 年に多くの作品が取り上げられ
てその他の年は２−３件と平均的である。コミュニティー

センターは 10 年間で多少の差はあるものの平均的に取り
上げられている。集会場は震災によってコミュニティ性

のある建築が多く建てられ、低コスト・建築工事が早い

ため 2011 年より事例数が増加傾向にある。商店街再生の
事例も 2016年より増加している。 
4.3. キーワードによる建築動向 

 
図３	 キーワードによる建築動向 

 
みんなの家は 2011年から 2015年にかけて、2013年には
最も多く設計され建てられている。団地は 2015 年に最も
設計されている。キーワードでみると交流は震災前から

使われ、その他のキーワードは事例数が少ない傾向であ

った。10 年間で交流は２１件も該当する。最も少ないキ
ーワードは集会で５件である。 

 
5. まとめ 
コミュニティのあり方が震災によって変わり、人々の

コミュニティのニーズが変化した。集会場は震災によっ

てコミュニティ性のある建築が多く建てられ、低コス

ト・建築工事が早いため 2011 年より事例数が増加傾向で
ある。震災発生後、震災復興に関する事例は 5年間のみ確
認できる。震災関連を除いた、コミュニティに関する事

例数は約二ヶ月に１度の確認できる。 
コミュニティのあり方が震災によって変わり、人々の

コミュニティのニーズが変化した。震災後、復興再生に

よって人と人をつなげる建築の重要性がある。小さな建

築物が人を介して地域へと繋がって行く。 
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表１	 コミュニティーに関わる事例リスト 


